
適切な出入国在留管理の徹底について

令和８年４月２３日（木）



九都県市の在留外国人の状況

出典：法務省 出入国在留管理庁「在留外国人統計」
（令和７年１２月末現在時点）から作成

■地方自治体にとって、
外国人住民は、日本人と同じ「生活者」であり「地域住民」

■外国人との共生に関する施策により、
日本人住民・外国人住民が共に暮らしやすい社会の実現

■適切な在留管理により、
外国人が適法に滞在することが前提

しかしながら、
地方自治体は、出入国在留管理に関する権限がない

全国の在留外国人数に占める
九都県市の人数と割合

全国 4,125,395人

1,669,391 人

40.5%
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令和７年５月 国民の安全・安心のための不法滞在者ゼロプラン

ルールを守らない外国人を速やかに我が国から退去させるため、３つの段階における具体的
な対応策
「入国管理」 JESTAの早期導入、退去強制確定した外国人が多い国への働きかけ
「在留管理・難民審査」難民認定審査申請審査の迅速化、出入国在留管理のDX
「出国・送還」 護送官付き国費送還促進、自発的帰国の促進、被仮放免者不法就労防止

令和８年１月 外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策

外国人との秩序ある共生社会の実現に向けた基本的な考え方や取組の方向性
■ 国民の安全・安心のための取組
１ 既存のルールの順守、各種制度の適正化に向けた取組
・不法滞在者ゼロプランの強力な推進
・電子渡航認証制度（JESTA）の導入
・日本語や制度・ルール等を学習するプログラムの創設 等

２ 土地取得等のルールの在り方を含む、国土の適切な利用及び管理に向けた取組
・不動産登記等をはじめ、土地関連制度において国籍を把握 等

■ 外国人が日本社会に円滑に適応するための取組
・情報発信・相談体制の強化 等

国の出入国在留管理に関する動き



１ 国の「外国人の受入れ・秩序ある共生のための総合的対応策」
において定められた偽変造在留カード対策やJESTAの導入など
不法滞在者ゼロプランの推進等の取組について速やかに詳細な検討を
行い早期に実行するとともに、現地公的機関と連携した査証の
スクリーニングを拡大するなど効率的かつ適正な査証発給を実施する
こと。

２ JESTAの導入などが行われるまでの間、必要に応じ相互査証免除協
定の停止を講じるなど、国の責任において適切な出入国在留管理を更に
徹底すること。

適切な出入国在留管理の徹底に向けて、次のとおり九都県市共同で国に要望したい。

国への要望
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